
第３号様式（第15条、第17条、第18条関係）

事業者排出量削減計画書
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該当する□には，レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は，レ印の記入は不要です。

「細分類番号」とは，統計法第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類の細分類番号をいいます。

「基準年度」とは，計画期間の前年度又は計画期間の前の三年度の事業活動に伴う排出の量又は原単位の数値の平均をいいます。

「増減率」とは，基準年度と比較した計画期間の平均の増加又は減少の割合をいいます。

'二2」銅T天見リタｉｆ､更

（宛先）京都府知事 ～ 

平成23年9促 ３０日

住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
千葉県千葉市美浜区中瀬＝丁目5番地2m；

氏名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名）
イトオンリテール株式会社iﾌﾞｉｌ了■'八
1Ｊ))代表取締役｢■村ごi弁ｉｉｉ:し正二平

電話O43-212-6071

主たる業種 百貨店亘総合Ｚｌ＝パーＩ 埋仔!…

細分類番号 5１ 5１７１１ １ 

事業者の区分

;掴2条第１項第１号

京都府地球温暖化対策条例施行規則寛.2条第１項第２号又は第３号

ﾖｺ2条第１項第４号

計画期間 平成２３年４月から平成２６年３月ま＝でi■lＬ３ｉ

基本方針
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計画を推進するた
めの体制
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して環境負

温室効果ガスの排
出の実績及び削減
の目標

温室効果ガスの排出の量

|事業活動に伴
シ

フ 排出の量

|評価の対象となる排出の量

目標の根拠

基準年度
(20～22）年度

第１年度
(23）年度

第２年度
(24);年度

第３年度
(25）:年度え

増減率

26,630.6トン 27,948.0曰トン 27,49651:ｊトン 27,27763:二トン 3.6パーセント

281477.8「トン 27,948610トン 27,1496.迅鼻トン ２７，２７７．３Ｊトン -3.2パーセント

ＬｉＥＤライil卜i恭の取Ｉ巷へ勢lil日没｢lp省ニネ誘室咳'１リストの活用iで年i平均3％の削減を目指す
OＢＩＬＳＬ－ ｌｊｊ－．、

ルー＿＿

原単位当たりの温
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重点的に実施する取組の実施計画
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具体的な取組及び
措置の内容
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(１２５１１１） ;上年□度

省エネチーヅ:クリメトによる設備の適正管理ﾖｩ省＝iネ機器導入、
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正管理ｎＩｉＬ省1＝ネ機器導入

省エネチェックリストによる設備の適正管理 ● 省エネ機器導入

通勤における自己
の自動車等を使用
することを控えさ
せるために実施し
ようとする措置

措置の内容

上記の措置を採用する理由
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自動車通勤者個々の状況把握に基づく対応
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公共交通機関利用困難な場合の自動車使用が多数である為f、

森林の保全及び整
備，再生可能エネ
ルギーの利用その
他の地球温暖化対
策により削減する
量

区分

森林の保全及び整備によるもの

府内産の木材の利用によるもの

再生可能エネルギーを利用した電力又
は熱の供給によるもの

グリーン電力証書等の購入によるもの

温室効果ガス排出量の削減効果分又は温
室効果ガスの吸収効果分の購入によるも
の
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地球温暖化対策に
資する社会貢献活
動

①店舗におい|で（【｝力1ニボンフドヅド|プiﾘ'1ンﾄ|関連商品(，i環境関連商品の販売を実施している｡’
②レジ袋無料配布中止を実施じている''１ 説iilH 三一
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特記事項
①2011年３月1ﾘ日より㈱マイカルとイオンリテール㈱が統合し；｢新生イオンリテール㈱となりました６
②代表取締役よ，｢の委任状に基づき〈:;ｆ東近畿カンパニー支社長名にて提出させていただきます。
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